様式第１号

                                                     　　令和　　年　　月　　日


一般社団法人片品村観光協会　様

                       　       　　所 在 地　
                           　   　　名　　称　
                           　   　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印


令和２年度無料WI-FI環境整備支援事業補助金交付申請書

  令和２年度無料WI-FI環境整備支援事業補助金の交付を受けたいので、下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

　　　　　　　  補助申請額         　　　　　　　　　　円
                
　　　　　　　（添付書類）
                事業計画書(別紙１)
　　　　　　　　誓約書（別紙２）
その他参考書類

（別紙１）
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 内容を具体的に記入してください。
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○その他参考となる書類を添付してください。
  ①工事費等の見積書
　②無料WI-FIの設置位置を図示した図面
　③その他
※上記の内容が記載されていれば、様式は問いません。



（別紙２）
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　誓約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　一般社団法人片品村観光協会　様

                            所 在 地　
                            名　　称　
                            代表者名　 　　 　　　　　　　　　　　印

　私は、下記の事項について誓約します。
　なお、必要な場合には、群馬県警察本部に照会することについて承諾します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　自己又は自己の法人その他の団体の役員等は、次のいずれにも該当する者ではありません。
 (1)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第
　　７７号第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
 (2)　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
 (3)　暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者
 (4)　暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
 (5)　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者
 (6)　暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者
 (7)　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者
 (8)　暴力団員と密接な交友関係を有する者
＜下請や間接補助が想定される場合は以下の項目を追加＞
２　１に掲げる者（以下「暴力団等」という。）をこの事業に係る下請契約等の相手方（間接補助事業者）にしません。
３　この事業に係る下請契約等の相手方（間接補助事業者）が暴力団等であることを知ったときは、当該下請契約等を解除（間接補助事業に係る交付決定を取り消）します。
４　自己又はこの契約に係る下請契約等の相手方（間接補助事業者）が暴力団員等から不当な要求行為を受けた場合は、利根沼田行政県税事務所に報告し、警察に通報します。




